
昭和四十一年通商産業省令第五十五号

高圧ガス保安協会規則

高圧ガス取締法（昭和二十六年法律第二百四号）第五十九条の二十九第二項および第五十九条の三十第二項の規定に基づき、ならびに第

五十九条の三十五第二項の規定を実施するため、高圧ガス保安協会規則を次のように制定する。

（業務方法書で定めるべき事項）

第一条　高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号。以下「法」という。）第五十九条の二十九第二項の経済産業省令で定める業務方

法書で定めるべき事項は、次の各号に掲げるものとする。

一　高圧ガスの保安に関する技術的な事項についての調査、研究及び指導並びに情報の収集及び提供の方法

二　法第二十七条の二第七項（法第二十七条の三第三項において準用する場合を含む。）及び法第三十一条第三項並びに液化石油ガスの

保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二年法律第百四十九号。以下「液化石油ガス法」という。）第十九条第三項、第

三十七条の五第四項及び第三十八条の九に規定する講習の方法

三　法第二十条第一項ただし書若しくは同条第三項第一号に規定する完成検査、法第二十二条第一項第一号に規定する輸入検査、法第三

十五条第一項第一号に規定する保安検査、法第四十四条第一項に規定する容器検査、法第四十九条第一項に規定する容器再検査、法第

四十九条の二第一項に規定する附属品検査、法第四十九条の四第一項に規定する附属品再検査、法第四十九条の二十三第一項に規定す

る試験、法第五十六条の三第一項から第三項までに規定する特定設備検査、液化石油ガス法第三十七条の三第一項ただし書（同法第三

十七条の四第四項において準用する場合を含む。）に規定する完成検査、法第二十二条第一項第一号に規定する輸入検査又は同法第三

十七条の六第一項ただし書に規定する保安検査（以下「保安検査等」という。）その他高圧ガスの保安に関し行う検査の方法

四　法第三十九条の七第一項（法第三十九条の八第二項において準用する場合を含む。）、法第三十九条の七第三項（法第三十九条の八第

三項において準用する場合を含む。）、法第三十九条の十六第一項（法第三十九条の十七第二項において準用する場合を含む。）、法第四

十九条の八第一項（法第四十九条の九第二項及び法第四十九条の三十一第二項において準用する場合を含む。）又は法第五十六条の六

の五第一項（法第五十六条の六の六第二項及び法第五十六条の六の二十二第二項において準用する場合を含む。）に規定する調査の方法

五　法第五十六条の六の十四第二項に規定する特定設備基準適合証の交付の方法

六　法第五十六条の七に規定する指定設備の認定の方法

七　液化石油ガス法第二条第六項に規定する液化石油ガス設備士となるのに必要な知識及び技能に関する講習の方法

八　液化石油ガス法第二十七条第二項に規定する保安機関となるために必要な技術に関する指導を行う方法（国の委託により行う場合を

含む。）

九　法第二十九条の二第一項に規定する免状交付事務若しくは法第三十一条の二第一項に規定する試験事務又は液化石油ガス法第三十八

条の四の二第一項に規定する液化石油ガス設備士に関する免状交付事務若しくは同法第三十八条の六第一項に規定する試験事務を行う

方法

十　高圧ガスの保安に関する教育の方法

十一　法第二十七条第六項に規定する公表及び保安検査等の方法に規定する公表の方法

十二　その他業務に関し必要な事項

（検査員の条件）

第二条　法第五十九条の三十第二項の経済産業省令で定める条件は、次の各号に定めるところによる。

一　冷凍保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十一号）に規定する製造のための施設の完成検査及び特定施設の保安検査を実施する

者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ又はニに掲げるものとする。

イ　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校におい

て化学、物理学又は工学に関する課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）

、かつ、冷凍のための高圧ガスの製造の作業又は冷凍のための製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する三年以上

の経験を有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、冷凍のための高圧ガ

スの製造の作業又は冷凍のための製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する六年以上の経験を有すること。

ハ　第一種冷凍機械責任者免状の交付を受け、かつ、冷凍のための高圧ガスの製造の作業又は冷凍のための製造施設に係る高圧ガスの

保安のための検査の実務に関する三年以上の経験を有すること。

ニ　イ、ロ又はハに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

二　液化石油ガス保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十二号）に規定する製造のための施設及び第一種貯蔵所の完成検査並びに特

定施設の保安検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状若しくは乙種機械責任者免状の交付を受け、又は学校教育法によ

る大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する課程を修めて卒業

し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、液化石油ガスの製造の作業又は液化石油ガ

スの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する三年以上の経験を有すること。

ロ　液化石油ガスの製造の作業又は液化石油ガスの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する六年以上の経験を有す

ること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

三　一般高圧ガス保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十三号）に規定する製造のための施設及び第一種貯蔵所の完成検査並びに特

定施設の保安検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状若しくは乙種機械責任者免状の交付を受け、又は学校教育法によ

る大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する課程を修めて卒業

し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガス（冷凍のための高圧ガス及び液化

石油ガスを除く。以下この号において同じ。）の製造の作業又は高圧ガスの製造施設に係る保安のための検査の実務に関する三年以

上の経験を有すること。

ロ　高圧ガスの製造の作業又は高圧ガスの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する六年以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

四　コンビナート等保安規則（昭和六十一年通商産業省令第八十八号）に規定する製造のための施設の完成検査及び特定施設の保安検査

を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状、又は乙種機械責任者免状の交付を受け、又は学校教育法による

大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する課程を修めて卒業し
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（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、コンビナート等保安規則第二条第二十二号に

規定する特定製造事業所（以下「特定製造事業所」という。）における、高圧ガス（冷凍のための高圧ガスを除く。以下この号にお

いて同じ。）の製造の作業又は高圧ガスの製造施設に係る保安のための検査の実務に関する三年以上の経験を有すること。

ロ　特定製造事業所における、高圧ガスの製造の作業又は高圧ガスの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する六年

以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

五　製造設備が一般高圧ガス保安規則第二条第一項第二十二号の二又はコンビナート等保安規則第二条第一項第十三号の二に規定するコ

ールド・エバポレータに係る製造のための施設の完成検査及び特定施設の保安検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ又は

ニに掲げるものとする。

イ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する

課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、コールド・エバポレータ

による高圧ガスの製造の作業又はコールド・エバポレータに係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する二年以上の経験を有す

ること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、コールド・エバポレ

ータによる高圧ガス製造の作業又はコールド・エバポレータに係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する四年以上の経験を有

すること。

ハ　甲種機械責任者免状、乙種機械責任者免状、甲種化学責任者免状又は乙種化学責任者免状の交付を受け、かつ、コールド・エバポ

レータによる高圧ガスの製造の作業又はコールド・エバポレータに係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する二年以上の経験

を有すること。

ニ　イ、ロ又はハに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

六　輸入検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種機械責任者免状、乙種機械責任者免状若しくは甲種化学責任者免状の交付を受け、又は学校教育法による大学若しくは高等専

門学校若しくは従前の規定による大学若しくは専門学校において理学若しくは工学に関する課程を修めて卒業し（当該課程を修めて

同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの充塡の作業、容器の製造の作業、容器の検査又は輸入

高圧ガスの検査の実務に関する二年以上の経験を有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工学に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの充塡の作

業、容器の製造の作業、容器の検査又は輸入高圧ガスの検査の実務に関する四年以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの。

七　容器検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種機械責任者免状、乙種機械責任者免状若しくは甲種化学責任者免状の交付を受け、又は学校教育法による大学若しくは高等専

門学校若しくは従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学若しくは工学に関する課程を修めて卒業し（当該課程

を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの充塡の作業、容器の製造の作業又は容器の検

査の実務に関する二年以上の経験を有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの充塡の作

業、容器の製造の作業又は容器の検査の実務に関する四年以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

八　附属品検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種機械責任者免状、乙種機械責任者免状若しくは甲種化学責任者免状の交付を受け、又は学校教育法による大学若しくは高等専

門学校若しくは従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学若しくは工学に関する課程を修めて卒業し（当該課程

を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの充塡の作業、附属品の製造の作業又は附属品

の検査の実務に関する二年以上の経験を有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの充塡の作

業、附属品の製造の作業又は附属品の検査の実務に関する四年以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

九　容器再検査又は附属品再検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ又はニに掲げるものとする。

イ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する

課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの充塡の作業、

容器又は附属品の製造の作業又は容器又は附属品の検査の実務に関する六月以上の経験を有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの充塡の作

業、容器又は附属品の製造の作業又は容器又は附属品の検査の実務に関する一年以上の経験を有すること。

ハ　製造保安責任者免状の交付を受けていること。

ニ　イ、ロ又はハに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

十　特定設備検査を実施する者に関する条件は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種機械責任者免状若しくは乙種機械責任者免状の交付を受け、又は学校教育法による大学若しくは高等専門学校若しくは従前の

規定による大学若しくは専門学校において工学に関する課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を

修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの製造の作業、特定設備の製造の作業又は特定設備の検査の実務に関する二年以上の経験を

有すること。

ロ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの製造の作

業、特定設備の製造の作業又は特定設備の検査の実務に関する四年以上の経験を有すること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

十一　指定設備の認定を実施する者に関する条件は、次のイ又はロに掲げるものとする。

イ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において理学又は工学に関する課程を修

めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、冷凍保安規則第四十九条に規定す

る機器の製造の作業又は冷凍のための製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する一年以上の経験を有すること。

ロ　冷凍のための高圧ガスの製造の作業、冷凍保安規則第四十九条に規定する機器の製造の作業又は冷凍のための製造施設に係る高圧

ガスの保安のための検査の実務に関する三年以上の経験を有すること。
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十二　液化石油ガス法に規定する貯蔵施設、特定供給施設及び充塡設備の完成検査並びに充塡設備の保安検査を実施する者に関する条件

は、次のイ、ロ又はハに掲げるものとする。

イ　甲種化学責任者免状、乙種化学責任者免状、甲種機械責任者免状若しくは乙種機械責任者免状の交付を受け、又は学校教育法によ

る大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する課程を修めて卒業

し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、液化石油ガスの製造の作業又は液化石油ガ

スの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する三年以上の経験を有すること。

ロ　液化石油ガスの製造の作業又は液化石油ガスの製造施設に係る高圧ガスの保安のための検査の実務に関する六年以上の経験を有す

ること。

ハ　イ又はロに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

（判定員の条件）

第三条　法第五十九条の三十の二第一項の条件は、次の各号に定めるところによる。

一　製造保安責任者として必要な知識及び技能を有するかどうかの判定に関する事務を行う者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ、ニ又は

ホに掲げるものとする。

イ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校において化学、物理学若しくは工学に関する学科を担当する教授若しくは准教授の職

にあり、又はあつたこと。

ロ　甲種化学責任者免状、甲種機械責任者免状又は第一種冷凍機械責任者免状の交付を受けており、かつ、高圧ガスの製造に係る保安

に関する業務に三年以上従事した経験を有すること。

ハ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する

課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの製造に係る保

安に関する業務に七年以上従事した経験を有すること。

ニ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの製造に係

る保安に関する業務に十年以上従事した経験を有すること。

ホ　イ、ロ、ハ又はニに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

二　販売主任者として必要な知識及び技能を有するかどうかの判定に関する事務を行う者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ、ニ又はホに

掲げるものとする。

イ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校において化学、物理学若しくは工学に関する学科を担当する教授若しくは准教授の職

にあり、又はあつたこと。

ロ　高圧ガス製造保安責任者免状の交付を受けており、かつ、高圧ガスの製造に係る保安に関する業務に三年以上従事した経験を有す

ること又は高圧ガス販売主任者免状の交付を受けており、かつ、高圧ガスの販売に係る保安に関する業務に五年以上従事した経験を

有すること。

ハ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において化学、物理学又は工学に関する

課程を修めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、高圧ガスの製造に係る保

安に関する業務に五年以上従事した経験を有すること。

ニ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、高圧ガスの製造に係

る保安に関する業務に七年以上従事した経験を有すること。

ホ　イ、ロ、ハ、又はニに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

三　液化石油ガス設備士として必要な知識及び技能を有するかどうかの判定に関する事務を行う者に関する条件は、次のイ、ロ、ハ又は

ニに掲げるものとする。

イ　液化石油ガス法第三十八条の四第一項の液化石油ガス設備士免状の交付を受けており、かつ、同法第二条第四項の供給設備又は同

法第二条第五項の消費設備の設置又は変更の工事（以下「液化石油ガス設備工事」という。）の作業に関する二年以上の経験を有す

ること。

ロ　学校教育法による大学若しくは高等専門学校又は従前の規定による大学若しくは専門学校において理学又は工学に関する課程を修

めて卒業し（当該課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了した場合を含む。）、かつ、液化石油ガス設備工事の作業に関

する三年以上の経験を有すること。

ハ　学校教育法による高等学校又は従前の規定による工業学校において工業に関する課程を修めて卒業し、かつ、液化石油ガス設備工

事の作業に関する四年以上の経験を有すること。

ニ　イ、ロ、ハ、又はニに掲げる条件と同等以上のものと経済産業大臣が認めたもの

（身分を示す証明書）

第四条　法第五十九条の三十五第二項の身分を示す証明書の様式は次の別表とする。
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別表（第４条関係）

別表（第4条関係）（昭61通産令48・全改、平9通産令25・平12通産令345・一部改正）第1頁←8．4センチメートル→↑写真ちよう付面ルトーメチンセ21第号高圧ガス保安法第59条立入検査証の35の規定による職氏名生年月日年月日発行有効期間経済産業大臣印↓第2頁高圧ガス保安法抜すい第59条の35経済産業大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、協会に対し、その業務に関し報告をさせ、又はその職員に協会の事務所その他の事業所に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。2前項の規定により職員が立入検査をする場合においては、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。第83条の3第59条の35第1項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した場合には、その違反行為をした協会の役員又は職員は、30万円以下の罰金に処する。
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附　則

この省令は、昭和四十一年十月一日から施行する。

附　則　（昭和四三年二月七日通商産業省令第一四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（昭和四十三年三月一日）から施行する。

附　則　（昭和五一年二月一九日通商産業省令第九号）

１　この省令は、高圧ガス取締法の一部を改正する法律（昭和五十年法律第三十号）の施行の日（昭和五十一年二月二十二日）から施行す

る。

２　この省令の施行前に第二条第四号に規定する特定設備に相当する設備の製造の作業又は検査に従事した経験を有する者に特定設備検査

を実施させようとする場合の同号の適用については、同号中「特定設備」を「特定設備又は特定設備に相当する設備」とする。

附　則　（昭和五四年五月七日通商産業省令第三六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五八年一一月一〇日通商産業省令第八五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和六一年九月三〇日通商産業省令第四八号）

この省令は、昭和六十一年十月一日から施行する。

附　則　（平成元年一一月二四日通商産業省令第八九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成四年五月一一日通商産業省令第二九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成四年五月十五日から施行する。

附　則　（平成八年二月二六日通商産業省令第七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成九年三月二四日通商産業省令第二五号）

この省令は、平成九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年六月三〇日通商産業省令第一三三号）

この省令は、平成十二年七月一日から施行する。

附　則　（平成一二年九月二六日通商産業省令第一九七号）

この省令は、平成十二年十月一日から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二〇日通商産業省令第三四五号）

この省令は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成二二年八月一六日経済産業省令第四九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十二年九月十六日から施行する。

附　則　（平成三〇年七月一七日経済産業省令第四八号）

この省令は、平成三十一年四月一日から施行する。

附　則　（令和三年三月二九日経済産業省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和三年四月一日から施行する。

附　則　（令和五年一二月二一日経済産業省令第六一号）

この省令は、高圧ガス保安法等の一部を改正する法律の施行の日（令和五年十二月二十一日）から施行する。
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